予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：科学技術振興費
	事業名: 先端科学技術体験センター施設管理運営委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　総合企画部研究開発課　技術振興係　電話番号：058-379-2221
　　　　　　 E-mail：c11162@pref.gifu.lg.jp 

	事業費


　要求額：   152,000千円（前年度予算額：152,400千円）
	要求内容


	１　要求の内容


○先端科学技術をテーマとした多彩な科学技術体験を通じて、２１世紀を担う青少年の科学への興味を喚起する。

○知性豊かな創造性に満ちた人材の育成を図る。

○広く県民に生涯学習の場を提供する。
上記内容を実現するため、平成１１年に先端科学技術体験センターが開館した。

平成１１年度～平成１７年度は、財団法人岐阜県研究開発財団が県の委託を受け運営を行っていた。

平成１８年度からは指定管理者制度を導入し、特定者指名により（指定期間５年間）、財団法人岐阜県研究開発財団が引き続き運営を行っていた。
平成２２年度の指定管理任期の満了に伴い、平成２３年度からは公募により選定された民間事業者による運営（指定期間５年間）が始まった。
本件は、先端科学技術体験センター管理運営業務（民間指定管理の３年目）の委託料を要求するものである。
	２　所要経費


１．指定管理料　152,000千円

　（１）センター管理運営費　　　　　　67,200千円

　（２）事務局運営費・本社支援費　　　84,800千円

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	152,400
	0
	0
	0
	0
	0
	100
	0
	152,300

	要求額
	152,000
	0
	0
	0
	0
	0
	96
	0
	151,904

	決定額
	152,000
	0
	0
	0
	0
	0
	96
	0
	151,904


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	○先端科学技術をテーマとした多彩な科学技術体験を通じて、２１世紀を担う青少年の科学への興味を喚起する。

○知性豊かな創造性に満ちた人材の育成を図る。

○広く県民に生涯学習の場を提供する。
上記内容を実現するため、各種ワークショップ・イベント等を実施するとともに、外部連携強化による新たなネットワークの構築を行っていく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	年間入館者数
（人）
	－  
	90,506

(H21)
	86,622
 （H22）
	84,453
 （H23）
	92,000

  (H27)
	　91.8%

	年間学校利用数

（校）
	－   
	167
(H21)
	152
 （H22）
	  139
 （H23）
	   170
（H27）
	81.8%


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	１．常設事業（平成２４年９月現在）
（１）サイエンスショー　　　　　利用人数　15,620人

（２）サイエンスワークショップ　利用人数　 2,699人

（３）スペシャルワークショップ　利用人数　11,852人　

（４）その他、ワークショップの実施

２．企画事業（平成２４年９月現在）

（１）夏の特別企画「スポーツの科学」7/19～9/2　利用人数　8,757人

（２）サイエンスフェア　7/28、7/29 　　　　　　利用人数　1,545人

（３）科学研究相談　7/14～8/12 　　　　　　　　利用人数　　 58人
（４）工房アラカルト等、イベント事業の実施


（平成24年度の成果）

	例年を上回るペースで入館者数が増加しており、またアンケート結果によれば岐阜県在住者の利用が増えていることから、県民サービスの向上にも繋がっている。
また、岐阜大学等との連携事業である「清流の国ぎふエネルギー・環境科学ネットワーク」事業も本年度から開始された。


	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　　○
	全国的にも大変珍しい体験型に特化した科学館であり、学校で実施が難しい体験授業の現場としての機能も有している。また、ＳＳＨ（スーパーサイエンスハイスクール）やＳＰＰ（講座型学習活動支援）事業の支援機関としてのノウハウや経験も有した施設であり、地域になくてはならない施設である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　　○
	　指定管理初年度である平成２３年度については、年度の実績を下回っているものの、平成２４年度は例年を上回る入館者数を記録しており、広報活動の成果が上がっている。また、外部連携等も意欲的に行われている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　　○
	　中・長期的に立った計画による予算執行や、人員コストの削減が図られている。


（今後の課題）

	１．施設・設備の老朽化に伴う修繕・機器更新

２．急速に進化する科学技術に対応できるメニュー開発


（次年度の方向性）
	引き続き、利用者ニーズを把握することにより、魅力あるメニューの開発やプログラムの構成に努める。同時に効率的なＰＲ活動を行うことにより、誘客・利用促進を図る。また外部連携事業を更に進め、新たなネットワーク構築に向けて、取り組んでいく。


